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自　2023年4月  1日

至　2024年3月31日

1 ．重要な会計方針に関する事項
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等 ・・移動平均法に基づく原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
① 石油製品・・移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

② 販売用器具及び雑品・・最終仕入原価法

(3) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

　定額法
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　建物及び構築物建物 2年から40年
　　機械装置及び車両運搬具構築物 2年から20年
　　器具備品機械及び装置 2年から17年

車両運搬具 2年から6年
工具、器具及び備品 2年から20年

② 無形固定資産
　定額法
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

のれん 10年
ソフトウエア 5年

(4) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等を勘案して必要額を、
貸倒懸念債権および破産更生債権については個別に回収可能性を勘案した回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しております。

③ 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務見込額に基づき計上しております。

(5) 収益の計上基準
                   　当社は、以下の５ステップアプローチに基づき収益を認識しております。 

  ステップ１：顧客との契約を識別する
  ステップ２：契約における履行義務を識別する
　ステップ３：取引価格を算定する
  ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
  ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する
　当社は、LPガス、ガソリン及び軽油等の販売を行っており、これらの商品販売については、契約条件に照らし合わせて
顧客が当該商品に対する支配を獲得したと認められる時点で履行義務が充足されると判断しております。具体的には、
顧客に引き渡された時点、又は顧客の検収がなされた時点等で収益を認識しております。また、収益は顧客との契約
において約束された対価から、値引き額等を控除した金額で認識しております。履行義務の対価は、履行義務を充足し
てから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素を含んでおりません。 
　履行義務の識別に際し、当社が当事者として取引を行っているか、代理人として取引を行っているかの判定にあたっては、
顧客に対する商品又はサービスの提供についての主たる責任の有無、在庫リスクの負担の有無、販売価格設定における
裁量権の有無等を考慮しております。当社が当事者として取引を行っている場合には、収益を顧客から受け取る対価の
総額で表示しており、当社が代理人として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総額から売上原価を控除
した純額で収益を表示しております。

2 ．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な
影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

繰延税金資産 265,919千円

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っております。

3 ．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 2,565,915千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債務 2,428,466千円
長期金銭債務 475,200千円

個　別　注　記　表



4 ．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

仕入高 2,402,833千円

5 ．株主資本等変動計算書に関する注記事項
(1) 当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

普通株式 160,000株

(2) 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 0株

(2) 配当に関する事項
① 配当金支払額

株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当

額(円)
基準日 効力発生日

普通株式 94,660 591.6円 2023年3月31日 2023年6月9日

② 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
　2024年6月14日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

配当の総額 231,158千円
１株当たり配当額 1,444.7円
基準日
効力発生日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

6 ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 （千円）
繰越欠損金 95,928
固定資産減損 94,794
退職給付引当金 30,724
未払金 2,175
賞与引当金 20,059
資産除去債務 15,929
その他 20,922

繰延税金資産の小計 280,531
評価性引当額 △ 5,814

繰延税金資産の合計 274,717

繰延税金負債
資産除去債務 △ 8,798

繰延税金負債の合計 △ 8,798
繰延税金資産(負債)の純額 265,919

7 ．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、親会社からの借入により資金を調達しております。
また、受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　当社が保有する金融商品(現金、預金、受取手形、売掛金、買掛金、及び短期借入金)は
短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
　長期借入金はすべて変動金利によるものであり、市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、
注記を省略しております。

2024年3月31日

2023年6月8日
定時株主総会

2024年6月17日



8 ．関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

議決権の所有
(被所有)割合

(％)

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
(千円)

被所有
直接100％

販売取引
資金取引

石油製品等の購入

資金の借入
利息の支払

2,178,942
91,600
4,905

買掛金
短期借入金
長期借入金

358,950
1,877,400

475,200

(2) 子会社及び関連会社等
議決権の所有
(被所有)割合

(％)

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
(千円)

所有
直接100％

販売取引
役員の兼任

資金の貸付
利息の受取

17,000
972

長期貸付金 184,000

(3) 兄弟会社等
議決権の所有
(被所有)割合

(％)

関連当事者との
関係

科目
期末残高

(千円)

非所有
電力手数料収
受に伴う取引

買掛金 151,421

9 ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 8,200円93銭
１株当たり当期純利益 1,444円73銭

10 . 企業結合等関係注記
該当事項はありません。

11 ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

以上

親会社 伊藤忠エネクス㈱

会社等の
名称

種類

種類
会社等の

名称

種類
会社等の

名称

親会社の
子会社

㈱エネクスライ
フサービス

子会社
ホームライフ
東北山形㈱


